
















































⑴ たとえば、松宮孝明「『共謀罪』と『組織犯罪準備罪』」（法律時報 2016 年 11 月号「法
戦後治安立法の系譜と共謀罪法案（上）（福井） 33
律時評」）、平岡秀夫・海渡雄一『新共謀罪の恐怖』（緑風出版、2017 年）等参照。
⑵ 長谷部恭男 /杉田敦『憲法と民主主義の論じ方』（朝日新聞出版、2016 年）129 頁以下、
特に 174-189 頁等参照。
⑶ 「立憲デモクラシーの会」は、2017 年 3 月 15 日、共謀罪法案に反対である旨の声明を
公表した（『京都新聞』2017 年 3 月 16 日付朝刊による）。長谷部恭男および杉田敦の
両氏は同会の中心的なメンバーである。




衆議院に送付されたが 1922 年 3 月末、第 45 帝国議会では審議未了で廃案となった（奥
平康弘『治安維持法小史』〔岩波現代文庫、2006 年〕41-46 頁、303 頁、中澤俊輔『治
安維持法 なぜ政党政治は「悪法」を生んだか』〔中公新書、2012 年〕17-23 頁）。
 　1925（大正 14）年 2月中旬、いわゆる護憲三派内閣（政友会、憲政会、革新倶楽部）
は、第 50 帝国議会に治安維持法案を提出し、3月 7日衆議院で若干の修正を受けた後、
貴族院に回付され、貴族院は 3月 19 日、修正済み法案を可決したが（奥平・前掲書『治
安維持法小史』49-54 頁、304 頁以下、中澤・前掲書『治安維持法 なぜ政党政治は「悪
法」を生んだか』31-60 頁）、その 1条 1項は「国体ヲ変革シ又ハ私有財産制度ヲ否認
スルコトヲ目的トシテ結社ヲ組織シ又ハ情ヲ知リテ之二加入シタル者ハ 10 年以下ノ








和 7）年は 1万 3938 名、そのピークの 1933（昭和 8）年は 1万 4662 名である。これ
に対して、1936（昭和 11）年から統計に登場する「宗教」関係者は、同年 860 名、











拡と経団連・軍需産業の動き」『経済』258 号（新日本出版社、2017 年 3 月号〕24-40 頁、
軍事産業研究会「三菱重工の軍需部門の動向をみる」同上『経済』258 号 41-45 頁、
杉原浩司「〔オピニオン〕防衛装備移転三原則」『毎日新聞』2017 年 3 月 16 日付朝刊
など参照。
⑺ なお、最近の軍学共同の動向を分析したものとして、小泉親司「戦争法発動と『戦争
する国づくり』の危険性」前掲（注⑹）書『経済』258 号 20-23 頁等参照。日本学術
会議も 2017 年 3 月 24 日の幹事会において、1950 年と 1967 年に出した「軍事目的の
科学研究を行わない」との過去の二つの声明を「継承する」との新声明を正式決定し
た（『朝日新聞』2017 年 3 月 23 日付朝刊「社説」による）。
⑻ 日本の現状を「大正末期から昭和初期の時代と酷似している」と擬える論者も存在し
ている（内田博文『京都新聞』2017 年 3 月 13 日付朝刊「第 6部『共謀罪』の思想」
による）。
⑼ なお、植松健一「15 年安保体制と憲法―統治機構論としてみた安保関連法制―」『行
財政研究』97 号（行財政総合研究所、2016 年 10 月）14 頁 [ 注 ] ⑷）は、日米安保体
制の時代区分として、①旧安保条約に基づく「52 年安保体制」、②新安保条約後の「60
年安保体制」、③ 1997 年ガイドライン以降の「97 年安保体制」、④現在の「15 年安保
体制」という時期区分を採用しているが、本稿も差し当たりその時期区分に従う。
⑽ この点で、ある論者は、犯罪が激減しているにも拘わらず（『警察白書〔平成 28 年版〕』
64 頁、『犯罪白書〔平成 28 年版〕』2-3 頁等参照）、警察官が一貫して増員されてきた
日本の警察（『警察白書〔平成 28 年版〕』198-199 頁参照）にとって、共謀罪法案は「仕
事のない…警察」に対して「取り締り権限を広く確保しようとする思惑」が真の提案
理由ではないかと疑問を提起している（高山佳奈子〔土曜評論〕「『テロ』用規定のな






























しかし、これに対しては、たとえば 1954 年の現行警察法（昭和 29 年 6 月
8 日法律 162 号）において警察の目的・責務として掲げられている「公共の
安全と秩序の維持」（警 1条・2条 1 項後段）⑶につき、「個人の生命、身体




































して生き残りを図ってきていた三池炭鉱は、1959 年 1 月以来退職募集を中
心とする対策を立てたが成功せず、同年 8月再び 4,580 人の退職募集を提案、








1960 年になると 63％に低下し、とくに 4月、5月の 2か月には 60％になっ
ている。また、常時 2,000 ～ 3,000 名を動員していた福岡県では、1959 年の
年平均検挙率 60％が 52.6％に低下し、1960 年 4 月では 53％、5月では 50％
となっている。熊本県警の場合は、1959 年の年平均検挙率 71％が 1960 年は
69.3％に低下し、1960 年 4 月では 61％、5月では 57％に低下している⒁。あ
るいは、1960 年 3 月 29 日の右翼暴力団員による第一組合員の久保清氏の殺




































































罪白書〔2015 年版〕』ⅱ-ⅳ、3頁）、2015 年のそれは 32.5% である（『犯罪白書〔2016
年版〕』ⅱ-ⅲ、2頁、7頁）。これは前年比 1.9% の上昇であるとして、単純に日本の治
安がよくなったと評価できるかが問題となる。というのも、検挙率は多くの因子の複
合的な影響に左右されるからである。たとえば、警察官の 2016 年の定員（基準日は 4
月 1日）は前年比 2,012 人の増員であり（『警察白書〔2016 年版〕』224 頁、『警察白書
〔2015 年版〕』192 頁）、そのほか人口や犯罪件数なども考慮に入れなければならない。
もともと、罪種によって検挙率は大きく異なっており、認知件数において刑法犯の
70%をこえる窃盗犯では、2015 年のそれは前年比で 89,699 件（10.0%）の減少であり、
検挙率は 1.7% 上昇して 28.0% であった（『犯罪白書〔2016 年版〕』7頁）。これに対し
て同年の殺人の認知件数は 933 件（前年比 121 件〔11.5%〕減少）で、検挙率は 95.8%
から 100.5% に上昇している（『犯罪白書〔2015 年版〕』11 頁、『犯罪白書〔2016 年版〕』
ⅲ、12 頁。検挙件数には、前年以前に認知された事件に係る検挙事件が含まれること
があるため、検挙率が 100% をこえる場合がある）。このように刑法犯の 32.5% とい
う低い検挙率は窃盗のそれによって規定されているのであるが、それも戦時平均（1937
年～ 1945 年）の 66%を大きく下回っているのである（宮内裕『刑罰権と基本的人権』
〔有信堂、1962 年〕203-204 頁参照）。ちなみに 2015 年の窃盗による財物被害の回復率
は 5.7%（警察庁『平成 27 年の犯罪』〔https://www.npa.go.jp/toukei/soubunhan/




⑶ なお、1947 年の旧警察法（昭和 22 年法律 196 号）1 条 1 項後段は「公安の維持」と








⑷ なお、警 1条・5条 1項は「個人の権利と自由の保護」と規定している。
⑸ 警察庁長官官房（編）『警察法解説（新版）』（東京法令出版、1995 年）32 頁。


















































占領であった⑴。日本は 1945（昭和 20）年 9月 2 日降伏文書に調印したが、








































22 年法律 238 号）であった⑷。すなわち、「内務省が日本国内を支配する中
枢の官庁であるという認識」が、GHQの占領政策の背景としてあり、「内務
省解体の主要対象とされた内務省警保局」は調査局と合体して総理庁の外局
として公安庁を設けるという案が、1947 年（昭和 22 年）6月 27 日の閣議で
了解され、ここで内務省の解体・廃止が決定されたのである⑸
内務省の解体を受けて、当初、1948 年 3 月 7 日に施行された警察法（昭










村（同法 40 条）ならびに東京都の特別区（同 51 条）に置かれる自治体警察







（ただし、同 62 条・63 条参照）⑻。また、国家地方警察も 5名の委員で構成
される国家公安委員会の管理に服し、かつ、国家公安委員長は 5名の委員の




























である。GHQが 1945年 9月 26日の「中国人労務者の掠奪行為に関する覚書」
の中で、「・・・日本警察は、法と秩序を維持することに対し責任を負うべ
きである」と日本警察を「鼓舞・佃撻」したこともあって、政府は 1945 年
10 月 19 日の閣議で「大衆運動の取締に関する件」を決定し、「屋外集会及
多衆示威運動」の取締方針が全国に通牒として発せられるとほどなくして、
それに対応すべき機構上の体制整備として、1945 年 12 月 19 日には内務省
分課規程の改正によって「公安課」が新設された⒅。また、公安課の新設と










進路～ 21 世紀の警察を考える～』（東京法令出版、2008 年）486 頁以下参照。
（ハ）そして、警察制度の改革と前後して、警察権力の法的武器となってい
た治安立法が改廃された。たとえば、1890 年治安警察法（明治 33 年法律 36
号）は、上述した治安維持法廃止に続いて 1945（昭和 20）年 11 月に廃止さ
れ、警察犯処罰令（明治 41 年 9 月）は 1948 年 5 月軽犯罪法で廃止、違警罪
即決例（明治 18 年）は 1947（昭和 22）年 4月廃止、行政執行法（明治 33 年）









て、天皇制と資本主義擁護の旗印」となった 1925 年の治安維持法（大正 14
年法律 46 号）の制定であり、また、治安警察法における労働運動弾圧規定
の削除に代わって登場した、1925 年（大正 15 年法律 60 号）の暴力行為等
処罰二関スル法律であった。そして、昭和期に入ってからは、これらの治安












その法的側面をなす占領法体系は、1945 年 9 月 20 日の「『ポツダム宣言』
ノ受諾二伴ヒ発スル命令二関スル件」（昭和 20 年勅令 542 号）を基点として




1945（昭和 20）年 9 月 2 日の指令 1号に基づいて出された「連合国占領軍
の占領目的に有害な行為に対する処罰等に関する勅令」（昭和 21 年 6 月 12
日勅令 211 号）であった。勅令 211 号 4 条は、同勅令に違反した者および占









1950（昭和 25）年 10 月には、「占領目的阻害行為処罰令」（昭和 25 年 10 月




た。その最初の表れは、1946（昭和 21）年 5 月の対日理事会におけるアチ
ソンの反共声明であり、1948（昭和 23）年 1 月にロイヤル陸軍長官の日本
再軍備演説が行われており、民主化政策の頂点というべき新憲法の施行され
た 1947（昭和 22）年には、占領政策はすでに大きく変化していた27。






























1949（昭和 24）年 9 月、朝鮮人連盟の解散と幹部の公職追放に向けられ、
京女法学　第 12 号50











⑴ 中山・前掲書 71 頁。
⑵ 宮内裕「治安立法の系譜」末川博・田畑忍編『政暴法』（三一書房、1961 年）64 頁参照。




〔関東学院大学経済学会研究論集〕185 集（1995 年）67 頁以下参照。
⑸ 天川 /小田中・前掲書『地方自治・司法改革』71 頁、74 頁、81 頁（天川）参照。
⑹ 警察法の施行に伴う関係法令の整理に関する法律（昭和 23 年法律 11 号）参照（なお、
荒敬解説 /訳『警察改革と治安政策〔GHQ日本占領史第 15 巻〕』〔日本図書センター、
2000 年〕37 頁参照）。1947 年 9 月 16 日付でマッカーサーが片山哲首相に宛てた書簡
において、「犯人の取り調べや逮捕あるいは公共の秩序維持の任務に関係のないすべ
ての行政的機能は警察の管轄権から移されなければならない。」（荒敬解説 /訳・前掲






⑺ 小林博志『行政組織と行政訴訟』（成文堂、2000 年）90 頁。
⑻ なお、広中俊雄『警備公安警察の研究』（岩波書店、1963 年）45-46 頁参照。
⑼ 田中二郎「公安委員会制度の構想（三）」『警察研究』19 巻 7 号（1948 年）18 頁参照。
なお、都道府県公安委員会については、旧警察法 21 条 4 項が同一政党から二人以上
選任することを禁じた（この点につき、星野安三郎「警察制度の改革」『戦後改革 3〔政
治過程〕』〔東京大学出版会、1974 年〕341-342 頁参照）。

















研究所編『戦後改革 3〔政治過程〕』（東京大学出版会、1974 年）335-342 頁参照。こ
の点につき、福島新吾「戦後日本の警察と治安」社会科学研究 5 巻 1 号（1954 年）
49-58 頁をも参照。
21 中山・前掲書『現代社会と治安法』74 頁。
22 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」67 頁。
23 いわゆる「ポツダム勅令」に基づく「管理法体系」（中山・前掲書『現代社会と治安法』
87 頁参照）。
24 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」68 頁参照。
25 中山・前掲書『現代社会と治安法』88 頁。
26 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」68-69 頁参照。
京女法学　第 12 号52
27 中山・前掲書『現代社会と治安法』84 頁。
28 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」70 頁参照。
29 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」72-73 頁参照。
30 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」72 頁。GHQが当初警戒したのは、戦前の軍国主
義や国家主義を引き継ぐと見なされた右翼団体であった（中澤・前掲書『治安維持法』
228 頁参照）。
31 中山・前掲書『現代社会と治安法』92-93 頁参照。
32 中山・前掲書『現代社会と治安法』93 頁。
33 宮内・前掲論文「治安立法の系譜」73 頁参照。
（続く）
